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中国黒龍江省における知識青年の国営農場への下郷とその特徴について
―生産建設兵団第二師団の場合―

川 副 延 生

要旨

１９７０―７２年の時期に、黒龍江省の生産建設兵団第二師団に所属する国営農場では、都市から

下郷した知識青年の人数が職員・労働者の半数前後を占めるまでになることもあり、人員過剰

による労働生産性の低下や賃金総額の増加などによる経常損失の増大というマイナスの影響が

ある一方で、国営農場という地域社会において知識青年が果たした役割と貢献は少なくはな

かったと思われる。
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１ はじめに

本論文では、最初に本研究の背景を説明するために、主に知識青年史研究の代表的な文献で

ある「中国知青史―大潮」および「中国知青事典」に記述されてある内容をまとめる形で、知

識青年の上山下郷状況の概要を述べ、また主に「当代中国的農墾事業」、「現代中国経済事典」、

「黒龍江省志・国営農場志」および「黒龍江省志・労働志」を参考にして、全国および黒龍江

省の国営農場の発展の概要について述べる。その上で、特に１９６８年から７８年の期間に焦点をあ

て、当時黒龍江省にあった人民解放軍生産建設兵団の６つの師団のうちの１つである第二師団

（後の宝泉嶺国営農場管理局）に所属した国営農場を対象にし、各国営農場の農場誌を主に利

用して、上山下郷運動により黒龍江省の国営農場に「下郷した」１都市の知識青年の状況の特徴

を考察する。

２ 知識青年の上山下郷の概要

２．１ 農村出身青年の帰農促進

１９４９年の建国以後、政府は教育の普及に努力し、４９年には２３４９万人であった小学校在校生が

５２年末には５１１０万人までに急増したが、一方で同期間の中学校在校生は１０４万人から２４９万人へ

と増加したにとどまり、小学校の発展が中学校の発展に比べて急激であったために、５３年には

中学校に進学できない小学校卒業生が２１２万人に急増するという問題が生じた２。

５０年代の初頭は、国家が表に出て、農村に家がある中学校・小学校卒業生を動員して農村に

帰し農業労働にあたらせた３。この青年の就業についての新方向の確立は、上山下郷の歴史の

１ 中国語では「下郷」を名詞として用いる場合と動詞として用いる場合があり、また「上山下郷」または「下

郷」は重要な語句であり日本語に訳さないほうが適切だと考えて、本稿では「下郷」という語句をそのまま

名詞として用い、また動詞として用いる場合には「下郷する」というように送り仮名を振って用いる。
２ ［１］p．１―２
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第一頁になった。

５３年１２月に人民日報は『高等小学校卒業生を組織して農業生産労働に参加させること』とい

う社説を発表した４。これは中央の新聞上で、一部分の青年学生を動員し組織して農村の農業

労働に従事させるという構想を政府が初めて提出したものであり、このことが後に繰り広げら

れる上山下郷運動の原点であると考えられる５。

５４年４月に共産主義青年団中央が下部組織に向けて『上級の学校に進学できない高等小学校

および初級中学校の卒業生を組織して、生産労働に参加あるいは参加準備させることに関する

指示』を発表した６。そして５４年５月に中共中央は、教育部党組織が提出した『高等小学校お

よび初級中学校の卒業生が学習と生産労働に従事するという問題で、その解決計画に関する指

示を仰ぐことの報告』を認可し、中学校と小学校を卒業した絶大多数の学生はすべて、工業と

農業およびその他の生産労働に従事するべきであるという指示を出した７。この年に各地では

宣伝活動に基づいて、上級学校に進学できない高等小学校と初級中学校の卒業生を積極的に組

織して、工業・農業あるいはその他の仕事に従事させた８。

５５年８月に人民日報は、知識青年を下郷させて農業労働を行わせる大きな世論を作り出すた

めに、『中学校と小学校の卒業生を動員して組織し、生産労働に従事させることを適切に行わ

なければならない』という社説を発表し、農村に家がある中学校と小学校の卒業生は完全に農

村に帰り農業生産労働に参加することを主張したが、しかし都市青年を動員して下郷すること

については慎重な態度を示した９。

一方で、農業合作化運動が５１年以降進められ農戸の農業生産合作社化が進む中で、合作社の

会計員の不足という問題が生じていたが、５５年１２月に毛沢東は次のような評語を発表した１０。

即ち、農村に戻ってきた初級中学校卒業生と高等小学校卒業生を動員し組織して農業合作化の

仕事にあたらせ、会計員と記帳員がいないという困難を解決したという文章に言及して、

「これもいい文章で、各地の参考になる。そのなかで、中学生と高等小学校の卒業生を組織

して協同化の仕事に参加させることにふれているが、これはとりわけ注目に値する。農村へいっ

て仕事のやれるこうした知識分子は、みな喜んでそこへいくべきである。農村は広びろとした

天地であり、そこでは大いに力を発揮することができる」

この毛沢東の著名な評語は、後に都市の知識青年の上山下郷運動を指導する上での金科玉条

として奉られたが、もともとは農村に家がある中学校と高等小学校の卒業生に合致する評語で

あった１１。

３ ［１］p．１
４ ［１］p．２
５ ［１］p．２
６ ［２］p．４
７ ［２］p．４
８ ［１］p．３－４
９ ［１］p．６
１０ ［１］p．７―８，［２］p．８６０

『中国農村的社会主義高潮』という本の中に納められている文章についての評語。（［５］p．３７９）

原文は「這也是一篇好文章、可作各地参考。其中提到組織中学生和高小卒業生参加合作化工作、値得特別注

意。一切可以到農村中去工作的這様的知識分子、応当高興地那里去、農村是一個廣闊的天地、在那里是可以

大有作為的」である。
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２．２ 青年志願開墾隊の派遣

農村青年の帰農が促進される一方で、５５年２月に共産主義青年団中央第一書記の胡耀邦が「辺

疆に行き，祖国最重要の地方にいき、辺疆を開発・建設すること」を青年に呼びかけた１２。５５

年７月に共産主義青年団中央は『青年を組織して辺疆建設に参加させる問題についての１つの

意見』を発表し、一部の都市で進学していない中学校と小学校の卒業生およびその他の失業青

年を動員して開墾に参加させる計画について言及し、また中共中央への報告の中で、「都市の

中で若くて力があり、教養のある青年を動員して開墾に参加させることは好ましいことだと

我々は考えており、これは今後、都市の中で進学できない初級中学校と高等小学校を卒業した

学生と無職の青年の就業問題を解決する１つの方法である」と主張した１３。そして５５年９月に

共産主義青年団中央が発起し組織した北京青年志願開墾隊が黒龍江省蘿北県に到着し、このこ

とが全国の青年に巨大な反応を引き起こし、全国で共産主義青年団委員会青年志願開墾隊が組

織され、５６年９月までに参加人数は約２１万人に及んだ１４。その中には、農村の青年農民、農村

に帰農した知識青年、都市の中学校・小学校の卒業生および失業青年がいた１５。

２．３ 都市の知識青年の下郷

５５年に国家は、農村に家がある中学校と高等小学校の卒業生を農村に帰して農業生産に参加

させることを導くと同時に、都市の少数の中学校と高等小学校の卒業生を動員して下郷１６させ

農業を行わせることを試行し始めた１７。

前述の農業生産合作社化が進む中での会計員の不足という問題に関して、５５年９月に毛沢東

は次のような評語を記述した１８。

「この文章はいい、各地はみなこれを見ならうべきだ。会計員がいない―これは協同化の急

速な発展に反対する人たちの口実の一つである。全国で協同化がすすめば、数百万の会計員が

必要になるが、どこからさがしてくるのか。その実は、人はいるのだ。おおぜいの高等小学校

卒業生と初級中学校卒業生を動員してこの仕事をやらせたらよい。問題は、かれらをすみやか

に養成して、仕事のなかでその知識と技能の水準を高めることにある」

５５年１０月末には、都市の中学校と小学校の卒業生に参加を呼びかけて農業合作社で会計員に

従事させるという活動が正式に開始され、これもまた共産主義青年団が直接に組織にあたっ

た１９。最初に組織したのは福建省や山西省であったが、そののち少数とはいえない数の地区が

青年を組織して、省を越えて辺疆や少数民族地区に向かった２０。

１１ ［１］p．８
１２ ［１］p．８
１３ ［２］p．８５９
１４ ［２］p．６，p．８５９
１５ ［２］p．６
１６５６年１月に中共中央政治局は『１９５６年から１９６７年までの全国農業発展要綱（草案）』を通過させたが、その中

に次のような記述があり、下郷上山という言葉が初めて公の文献に登場した。「都市の中学校と小学校を卒業

した青年で、都市で進学または就職した人を除いて、積極的に国家の参加呼びかけに応じて、下郷上山にい

き農業生産に参加し、社会主義農村建設の偉大な事業に参加すべきである」（［１］p．１１）
１７ ［１］p．８
１８ ［１］p．７，［５］p．３８９
１９ ［２］p．７
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５７年１月に、毛沢東は『省・市・自治区の党委員会書記会議における講話』の中で、都市青

年の配置の基本原則を提出した２１。即ち、進学、農村、工場、辺疆の４つの道である。

５７年４月に、人民日報は劉少奇の講話を整理した『中学校と小学校の卒業生が農業生産に参

加する問題について』という社説を掲載し、この社説の中で、農村にいき農業生産に参加する

のはただ農村に家がある人だけでなく、都市の中で上級学校に進学できない中学校と小学校の

卒業生の進路である、ということを中央が初めて明確に提出した２２。このことは明確に下郷動

員範囲を都市出身の学生に拡大したことになり社会に強烈な反響を引き起こし、農村にいき定

住した都市の中学校と小学校の卒業生の人数は、５８年の上半期までで約１万５千人余りとなっ

た２３。

２．４ 辺疆と少数民族地区での社会主義建設への支援

５８年８月に中共中央は『青年を動員して辺疆と少数民族地区に向かわせ、社会主義建設に参

加させる決定』を作成した。その計画では、５８年から６３年に数百万の青年を内地から動員して

辺疆と少数民族地区に向かわせ社会主義開発・建設に参加させて、その地区の社会主義を建設

させ内地と同様の迅速な発展を着実に進め、そしてこのことは農墾部が責務を負う、というも

のだった２４。この行動に参加したのは主に各界の青年であり、５８年から６１年の間の３年間にそ

れらの地区の各農場に到達した内地青年は９３万人に達し、同行家族も４４万人に及んだ２５。

２．５ 上山下郷運動の正式開始

６２年１１月に共産主義青年団中央書記処は『都市社会青年の配置問題についての報告』を中央

に提出し、その中で都市知識青年の３つの配置先を建議した２６。即ち、都市での就業、就業準

備のための学習、そして上山下郷であるが、事実上の主要な配置先は上山下郷であった。（表

１参照）

６３年６―７月に中央は「６大区の都市の、職員・労働者と青年学生を減らし配置する業務の

小組の指導責任者の会議」を開き、国務院総理の周恩来が次のような重要な指示を出した。即

ち、「今後１５年に、都市青年学生を動員し農業労働に下郷参加させることは、都市と農村の結

合であり、古い風俗習慣を改める大事なことである。各大区、各省、市、自治区はすべて長期

的な計算をして、１５年の配置計画を編成するべきことを要求する。今後、配置の主要な方向は

人民公社生産隊への挿入であり、その次が国営農・牧・林・漁場への挿入である。そしてその

２０ ［２］p．７
２１ ［１］p．１３

次のような原則を提示した。即ち、「全国の六億の人口は、我々がすべて面倒をみるのである。たとえば、都

市の住民と農村の食糧不足世帯については、統一買付・統一販売によって、我々がすべて面倒をみる。また、

都市の青年については、進学させるとか、農村、工場、あるいは辺疆へ行かせるとかして、必ずどこかに按配

する。さらに職を持つ者が一人もいない世帯に対しては、救済の手をのばして、とにかく餓死者を出さないこ

とを原則とする。これらはすべて全般的な配慮である」（［５］p．３４０）
２２ ［１］p．１６，［２］p．７
２３ ［１］p．１７
２４ ［２］p．９
２５ ［２］p．９
２６ ［１］p．２３
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次は建設したばかりの新しい国営農・牧・林・漁場である。さらに各級の配置業務を指導する

小組が人民公社生産隊への挿入業務を統括することを要求する」２７

この会議は、国家が組織した知識青年の上山下郷運動の正式な開始を標示している２８。

２．６ 共産党中央と国務院による上山下郷運動の決定

６４年１月に中共中央と国務院は『都市知識青年を動員し組織して、農村の社会主義建設に参

加させる決定について（草案）』を発表し、その中で、今後、相当の長期間、大々的に都市の

知識青年を動員し組織して農業生産に参加させる必要があることが記された２９。また周恩来は

「国家が関心を持ち、徹底的に責任を負う」という精神を強調し、具体的配置方式において、

知識青年の下郷に関係するすべての費用は国家が配置経費を支払う方式を採ることが明確化さ

れた３０。

２．７ 毛沢東の号令

６８年１２月に人民日報上に上山下郷に関する毛沢東の指示が掲載された。即ち、「知識青年は

農村にいき中または下の貧しい農民の再教育を受けることは、とても必要なことである。都市

２７ ［１］p．２５―２６，［２］p．１１，p．８６７
２８ ［２］p．１１
２９ ［２］p．８６９
３０ ［２］p．８６９

年 合計 挿隊 集体場隊 国営農場
１９６２―６６ １２９．２８ ８７．０６ ４２．２２
１９６７―６８ １９９．６８ １６５．９６ ３３．７２
１９６９ ２６７．３８ ２２０．４４ ４６．９４
１９７０ １０６．４０ ７４．９９ ３１．４１
１９７１ ７４．８３ ５０．２１ ２４．６２
１９７２ ６７．３９ ５０．２６ １７．１３
１９７３ ８９．６１ ８０．６４ ８．９７
１９７４ １７２．４８ １１９．１９ ３４．６３ １８．６６
１９７５ ２３６．８６ １６３．４５ ４９．６８ ２３．７３
１９７６ １８８．０３ １２２．８６ ４１．５１ ２３．６６
１９７７ １７１．６８ １１３．７９ ４１．９０ １５．９９
１９７８ ４８．０９ ２６．０４ １８．９２ ３．１３
１９７９ ２４．７７ ７．３２ １６．４４ １．０１
合計 １７７６．４８ １２８２．２１ ２０３．０８ ２９１．１９

表１ 全国の知識青年の配置先別の上山下郷人数
（単位 万人）

（出典）［７］「中国労働工資統計資料１９４９―１９８５」p．１１０
挿隊の中には帰農人数を含む。国営農場の中には国営
林・牧・漁場の人数を含む。
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の幹部とその他の人を説得して、自分の初級中学校、高級中学校、大学の卒業生の子女を農村

に送り動員させることが必要である。各地の農村の同志は彼らを歓迎すべきである」３１この指示

により、全国各地の都市で上山下郷の高潮が出現した。

２．８ 知識青年の都市への帰還の部分的開始

７０年代に知識青年が農村を離れる経路は『招生、招工、征兵、病退・困退』の４つがあった。

即ち、学生になる、労働者になる、軍隊に入る、病気・困窮になることによる離村である。

７０年６月に中共中央は『北京大学、清華大学が学生募集に関する指示を仰ぐことの報告』を

批准し、大学の入学が一部で再開され、この時期に入学した学生は工農兵隊学員と呼ばれた３２。

また７３年７月に国務院は『中等専業学校、技工学校の運営の幾つかの問題についての意見』を

批准し、全国の中等専業学校と技工学校の適切な発展を決定した３３。

７１年に国務院は『労働賃金計画』を通知し、その中で、労働者の募集対象についての規定を

作成し、「労働鍛錬を２年以上経験した上山下郷知識青年で、中または下の貧しい農民の推薦

を得たもの」を対象の一部に含めた３４。工場、鉱山、鉄道、交通、電力、通信等の企業・事業

所の労働者の募集３５は、都市が上山下郷した知識青年を回収する重要な経路の１つであった３６。

徴兵募集は毎年行われたが、都市の知識青年の大規模な上山下郷が行われてからは徴兵の対

象は知識青年に向かう傾向があり、各地で徴兵定員の分配が行われると、上山下郷知識青年が

重点的に考慮された３７。

大都市・中都市が病気を理由に知識青年を帰還させ始めたのは７０年であった３８。各地の知識

３１ ［１］p．１６３

原文は「知識青年到農村去、接受貧下中農的再教育、很有必要。要説服城里干部和其他人、把自己初中、高

中、大学卒業生子女、送到郷下去、来一個動員。各地農村的同志応当歓迎他們去」である。
３２ ［１］p．４８２

入学学生の条件は、政治思想が良く、３年以上の実践経験があり、年齢が２０歳前後で、初級中学以上に相

当する文化程度を有する、労働者か中または下の貧しい農民か解放軍兵士かあるいは青年幹部というもので

あり、豊富な実践経験がある労働者と中または下の貧しい農民にたいしては年齢と文化程度の条件を課さず、

また上山下郷知識青年と農村に帰農した知識青年の受け入れについては注意が必要である、とされた。
３３ ［１］p．４８２―４８３

募集対象は、一定の実践経験があり初級中学の文化程度を有する２０歳以内の青年職員・労働者、退役軍人、

民弁教師、赤脚医者、上山下郷青年、および初級中学の既卒業生とされた。豊富な経験がある優秀な労働者、

農民、幹部の入学については、年齢と文化程度の制限は緩められた。
３４ ［２］p．８８４『労働賃金計画』は『１９７１年国民経済計画の下達につての通知』の付属文献である。
３５ 労働者の募集には内招と外招の２種類の方式があり、内招は、各企業が国家の通達した募集指標に基づいて、

自分が所属する系統の職員・労働者の上山下郷の知識青年を都市に帰還させて労働者にあてるもので、たと

えば鉄道系統の企業・事業所が鉄道省に所属する企業・事業所の職員・労働者の上山下郷した子女を採用す

るというものである。それに対して外招は国家が通達した募集指標に基づいて、系統ごとに分けないで、原

則上すべての上山下郷の知識青年を募集対象にしたものである。（［２］p．１４３―１４４）
３６ 経済の加熱と上山下郷活動の起伏には、一定の関連性が指摘されている。経済が加熱した３つの時期、即ち

１９５６年、１９５８―１９６０年、１９７０―１９７１年のそれぞれの時期の後には反動として経済の調整の時期が続いたが、こ

の起伏は知識青年の上山下郷活動の起伏に影響を与えている。即ち、経済が加熱すると上山下郷活動は落ち

込み、反対に経済が調整時期になると上山下郷活動は好調になる。（［１］p．１１）
３７ ［２］p．１４４
３８ ［２］p．１５０
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青年配置部門は、病気帰還を許可する疾病種類と程度についての臨時的規定を作成し、病気帰

還者にたいしては必ず一級相当の病院の診断証明があることを要求した。病気帰還と家庭困難

帰還については、全国的に統一した基準はなかった３９。

３ 国営農場の発展の概要

３．１ 全国の国営農場の発展の概要

建国前に既に一部の地域で国営農場が建設されていたが、１９４９年の建国直後に、国民経済を

回復させ経済建設を加速させるために政府は国営農場を積極的に発展させる政策を採り、５０年

以降、各地で国営農場が建設された４０。特に人民解放軍は５２年に１５の師団を農業生産建設師団

に転換し、新疆、甘粛、江蘇、山東等の省・自治区に分布させ、軍墾農場を建設した４１。同時

に地方国営農場の建設も進められ、農業部４２は河南、河北、山東、山西、江蘇、安徽等の省に

農場を建設し、その他の省・自治区・直轄市も続々と農場を建設した。このようにして５２年末

には全国の国営農場数は５６２となった４３。

５５年に、毛沢東は『農業合作化問題に関して』の報告の中で、国営農場の大規模な発展を指

示した４４。５８年に、中央軍事委員会は１０万の将兵を除隊させ生産建設に参加させる指示を出し、

１０万余の解放軍除隊将兵が農場に投入された４５。６２年に、国民経済の調整政策が採られてから

生産と建設が発展し、国営農場数は６６年末には１９４０に増加した４６。

６６年に始まった文化大革命中に国営農場は破壊に見舞われた。中央の国務院農墾部と省・自

治区・直轄市の農墾管理機構は廃止され、多くの国営農場で下部の地方政府に所属の下放がな

され、管理制度４７が混乱し、また多くの幹部が五七幹部学校に下放された４８。６０年代末に、全国

の大部分の省・自治区で、国営農場を基礎にして人民解放軍の生産建設兵団あるいは農業建設

師団が建設され、国営農場は解放軍の指導下に入り、農場の各レベルを主管する幹部職は人民

解放軍の現役軍人が担当した４９。しかしこの兵団・師団への編成という制度は長くは続かずに、

３９ ［２］p．１５０―１５１
４０ ［４］p．１７４―１７５

国営農場は事業内容に応じて２つのタイプがある。１つは主に農業生産企業としての国営農場であり、穀

物食糧、工業原料、副食品、特産品の生産などを行う農場である。２つ目は非営利事業団体として、優良品

種を繁殖・育成し普及させ、農民を指導して、技術水準の向上を図る農場などである。それらの役割に加え

て、辺疆地帯にある国営農場は、辺疆の開発と防衛の任務も負っている。（［４］p．１７４）

また、新しい農具の使用、先進耕作技術の採用、優良品種の繁殖などの面で模範を示すために、政府は各県

ごとに１つから２つの国営農場を設置することを指示した。（［４］p．１７５）
４１ ［３］p．１３―１４，［４］p．１７５
４２４９年に農業部は墾務局を設置し、５０年に国営農場管理局と改めた。（［３］p．１４）
４３ ［３］p．１４
４４ ［３］p．１５
４５ ［３］p．１７
４６ ［４］p．１７５

国営農場と人民公社は、相互支持、共同発展の関係にあった。国営農場は、優良品種、先進技術、農業機

械化、科学的管理の面で人民公社にたいして援助し、模範を示す役割を果たした。人民公社は、労働力や資

材などの面で、国営農場を支援した。（［４］p．１７８）
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７２年以降、相次いで廃止された５０。

７６年の文化大革命終結後、政府は国営農場の指導を強化し、地方政府の農場管理機構を復活

させ、指導者、農場従事者組織および企業管理体制を整えた。また７９年以降、経済管理体制の

改革を進め、企業の自主権を拡大し、経済効果も一段と向上して赤字経営から黒字経営へと転

換した５１。

３．２ 黒龍江省の国営農場の発展の概要（図１参照）

１９４７年―４９年に１５の公営機械農場が創建され、４９年には東北人民政府農業部が最初の国営農

場管理機構である東北農業部機械農場管理処を設立し、黒龍江地区の国営農場を管轄した５２。

併行して４９年―５１年には、東北人民政府東北栄軍工作委員会が黒龍江地区に解放軍の軍人を組

織して栄軍農場を建設し、また投降および捕虜となった国民党の将兵を組織して解放団農場を

建設した５３。

５５年には人民解放軍山東軍区農建二師（＝農業建設第二師団）が黒龍江省に軍墾農場を建設

した５４。５４年に黒龍江省と松江省が合併して黒龍江省となり、黒龍江地区が行政区画として１

つに統一され、５５年に東北人民政府の東北公営農場管理局と黒龍江省農業庁の地方国営農場管

理局が合併して黒龍江省国営農場管理庁が成立し、農建二師の軍墾農場もこの管轄下に入っ

た５５。

５６年に国務院は農墾部を創設した５６。同年に農墾部は直属の鉄道兵農墾局を設立して軍墾農

４７ 国営農場では、統一指導、分級管理の原則が実施されていて、企業的性格の国営農場では農場管理部門が統

一的に管理を行った。中央の国務院農墾部が全国の国営農場に関する業務を管理し、各省・自治区の国営農

場管理局が、所属している農場に関する業務を主管した。黒龍江省、新疆ウイグル自治区、広東省、雲南省

の４大墾地については、中央と地方の双方が指導したが、地方の指導が主体となっていた。各級の国営農場

管理部門が、その管轄下にある国営農場の計画、生産、財務、投資、設備・資材、生産物、労働報酬および

指導幹部の人事などを統一的に主管した。国営農場は上級から下達された任務を完成することを前提にして

経営の自主権が与えられていた。即ち、作付計画、生産技術措置、経営管理方法を決定する権利、自己資金

の運用、農場の福利事業を推進する権利などを持っていた。

７９年からは、国営農場主管部門は農場に対して財務事務の委任を実施し、減収になっても補填しないが増

収になれば農場のものとして、拡大再生産や農場従事者の福利事業に使用させた。国営農場の内部管理体制

は農場と生産隊の二級管理になっていて、各級別に損益を計算した。規模の大きな農場では農場、分場、生

産隊の三級管理になっていて、各級で損益を計算した。農場は生産隊に対して、あらかじめ人数、生産量、

コスト、利潤を定めておき、その任務を生産隊に請け負わせていた。生産量が増加し、利潤が超過し、コス

トが低減すれば、いずれの場合も報奨が与えられるという制度であった。（［４］p．１７７）
４８ ［３］p．５８
４９ ［３］p．６０
５０７２年に湖北生産建設兵団が最初に廃止され、以降毎年各地で廃止が続き、７６年に最後まで残っていた黒龍江

生産建設兵団が廃止された。（［３］p．６３）
５１ ［４］p．１７６
５２ ［８］p．５，p．５２―５３

５０年に東北公営農場管理局と改められる。
５３ ［８］p．５３

５１年に東北公営農場管理局に編入される。
５４ ［８］p．５５
５５ ［８］p．５５
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場を建設し、５８年には七万人余の除隊将兵を黒龍江省に投入して農場を拡大し、１０以上の農場

を管轄下に置き、牡丹江農墾局と改名した５７。また同年に農墾部は、黒龍江省で２番目の農墾

部直属である合江農墾局を設立した５８。

６３年に牡丹江農墾局と合江農墾局が合併し、農墾部直属の東北農墾総局が成立し、また６２年

に黒龍江省は農墾庁を設立した５９。即ち、６２年―６８年の間の黒龍江省の国営農場は、黒龍江省農

５６５６年に中共中央と国務院は農墾部を創設し、農墾部が全国の軍墾農場と地方（政府）経営の国営農場を統一

して管理することになった。（［３］p．１４―１５）

５７年に農墾部は、農墾部および国営農場の今後の基本的任務として、

①農牧場を発展させ、耕地面積を拡大すること

②農畜産品を大量に増産し、国家と人民の需要に応じること

③各方面から農業合作社を支援すること

④国家社会主義建設のための資金を累積すること

⑤大規模農業生産の管理人員と技術人員を養成し、将来の大規模開墾を良好に実現するために、組織上の準

備工作をすること、とした。（［３］p．１５）
５７ ［３］p．２６，［８］p．５５―５６
５８ ［８］p．５６
５９ ［８］p．５７―５８

図１ 黒龍江省の国営農場の所属・指導機構の沿革
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墾庁が管轄する農場と、国務院農墾部東北農墾総局が管轄する農場とに二分されていた。

６６年に人民解放軍沈陽軍区所属部隊の合計で一万余名の転属将兵が、黒龍江省農墾庁、農墾

部東北農墾総局および黒龍江省水産局に所属する合計で２９の辺境の農・牧・漁場にそれぞれ入

り、黒龍江生産建設兵団の黒河農業建設第一師および合江農業建設第二師を建設した６０。

６８年に農墾部東北農墾総局と黒龍江省農墾庁が廃止され、それらの所属農場と黒河農業建設

第一師および合江農業建設第二師の農場を合わせて、５師団５８団（表２参照）から成る人民解

放軍沈陽軍区の黒龍江生産建設兵団が設立された６１。６９年に兵団は撫遠荒原を開発し、第六師

６０ ［８］p．５９
６１ ［８］p．５９

１９６８年６月、中共中央、国務院、中央軍事委員会、中央文革小組が共同で『沈陽軍区黒龍江生産建設兵団

を建立する指示について』を発布した。

第一師団
農場
総局
番号

一団（錦河） ５４
二団（紅星） ６６
三団（紅色辺疆） ５５
四団（建設） ６７
五団（五大連池） ６８
六団（二龍山） ５９
七団（趙光） ６５
六十四団（紅色辺疆） ５５

第二師団
農場
総局
番号

八団（二九〇） １
九団（綏濱） ２
十団（江濱） ３
十一団（軍川） ４
十二団（名山） ５
十三団（延軍） ６
十四団（向陽） ７
十五団（宝泉嶺） ８
十六団（新華） １０
十七団（普陽） ９
六十三団（湯原） １１
独立一団（嘉蔭） ８８
独立二団（鉄力） ８９

第三師団
農場
総局
番号

十八団（友誼） １４
十九団（五九七） １６
二十団（八五二） １７
二十一団（八五三） １８
二十二団（饒河） １９
二十六団（宝山） ２５
二十八団（二九一） １５
二十九団（双鴨山） ２１
三十団（江川） ２２
三十一団（曙光） ２３
三十二団（北興） ２４
五十八団（紅旗嶺） ２０

第四師団
農場
総局
番号

三十三団（八五四） ４１
三十四団（八五八） ４３
三十五団（慶豊） ４４
三十六団（八五〇） ４０
三十七団（八五六） ４２
三十八団（八五〇） ４０
三十九団（雲山） ４５
四十団（八五一一） ４８
四十一団（八五五） ４６
四十二団（八五七） ４７
四十三団（興凱湖） ４９
四十四団（八玉一〇） ５０

第五師団
農場
総局
番号

四十五団（鶴山） ６９
四十六団（躍進） ７０
四十七団（大西江） ７１
四十八団（鉄嶺） ７２
四十九団（尖山） ７２
五十団（査哈陽） ８２
五十一団（栄軍） ７３
五十二団（旭光） ６９
五十三団（紅五月） ７４
五十四団（克山） ８０
五十五団（査哈陽） ８２
五十六団（双河） ―
六十七団（査哈陽） ８２
独立菅（高峰馬場） ７０

第六師団
農場
総局
番号

二十三団（八五九） ２６
二十四団（勝利） ２７
二十五団（七星） ２９
二十七団（勤得利） ３２
五十七団（大興） ３０
五十九団（青龍山） ３３
六十団（前進） ３４
六十一団（創業） ３１
六十二団（紅衛） ２８
六十八団（前哨） ３７
反修菅（前鋒） ３８

表２ 人民解放軍黒龍江生産建設兵団

（出典）［８］「黒龍江省志・国営農場志」p．５９
第六師団は１９６９年に創建された
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団を新たに設立して兵団の編成に加えた６２。一方で、黒龍江省農墾庁が廃止されるにあたり、

生産建設兵団に編入されなかった一部の農場は地区・市・県に所属が下放されたが、７２年に黒

龍江省政府が黒龍江国営農場管理局（表３参照）を再び設立させ、それらの下放されていた農

場は黒龍江省国営農場管理局に編入された６３。このような変動の中で、農場の分割や合併も多

く行われたが、国営農場は基本的には黒龍江省国営農場管理局かあるいは黒龍江生産建設兵団

の２大系統のどちらかに帰属した６４。

７６年に黒龍江省国営農場管理局および黒龍江生産建設兵団が廃止され、黒龍江省国営農場総

局（表４参照）が設立された。ここに至って、黒龍江省の国営農場は組織上での統一が実現さ

れた６４。

６２ ［８］p．５９
６３ ［８］p．５９―６０
６４ ［８］p．６０―６１

県営農場、解放軍部隊農場および公安部系統の一部の労改農場がこれらの２大系統には入っていない。

嫩江分局
農場
総局
番号

依安農場 ８７
泰来農場 ８３
福安農場 ―
東明農場 ―
富裕農場 ８１
老菜農場 ―
巨浪農場 ８５
緑色草原牧場 ８４

合江分局
農場
総局
番号

香蘭農場 ―
筆架山農場 ―
蓮江口農場 ―
合江良種場 ―
梧桐河農場 １３
鶴立河農場 ―

綏化分局
農場
総局
番号

海倫農場 ９０
綏 農場 ９２
和平種畜場 ９３
紅光農場 ９１
安達畜牧場 ―
肇源農場 ９４

黒河分局
農場
総局
番号

龍門農場 ５７
龍鎮農場 ６０
襄河種馬場 ５８
引龍河農場 ６１
格球山農場 ６３
尾山農場 ６２
長水河農場 ６４
嫩江農場 ７６
北安実験場 ―
永豊農場 ―
七星泡農場 ７５
花園農場 ―
山河農場 ７７
華山農場 ―
嫩北農場 ７８
北安農場 ―
建辺農場 ７９

直属農場
農場
総局
番号

慶陽農場 ９５
岔林河農場 ９６
閻家崗農場 １０１
香坊農場 ９８
海林農場 ５１
寧安農場 ５２
青年農場 ９９

表３ 黒龍江省国営農場管理局

（出典）［８］「黒龍江省志・国営農場志」p．６０
農場総局番号は、７６年に設立された国営農場総局の
国営農場の番号（表４参照）を表わす。
″―″は合併・吸収などのために、国営農場総局の国営
農場には入っていないことを表す。
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農場
総局
番号

農場名 建場年
職員労働
者 人 数
（人）

所 属 先
（１９７２年）

宝泉嶺管理局（原第二師団）
１ 二九〇 １９５５ １２４８６ 兵団
２ 綏濱 １９４８ ８５６９ 兵団
３ 江濱 １９５８ ８０７７ 兵団
４ 軍川 １９５８ ９１７９ 兵団
５ 名山 １９５８ ５３１９ 兵団
６ 延軍 １９５８ ４４９９ 兵団
７ 共青 １９５８ ８３７６ 兵団
８ 宝泉嶺 １９５０ １１１５０ 兵団
９ 普陽 １９７０ ４３４１ 兵団
１０ 新華 １９４９ １０３７３ 兵団
１１ 湯原 １９５６ ２９４２ 兵団
１２ 依蘭 １９５９ ２０２１ ―
１３ 梧桐河 １９５０ ４４１９ 管理局
紅興隆管理局（原第三師団）
１４ 友誼 １９５５ ４３７７９ 兵団
１５ 二九一 １９５５ ７８１２ 兵団
１６ 五九七 １９５７ １２７２９ 兵団
１７ 八五二 １９５６ ２７３６７ 兵団
１８ 八五三 １９５７ ２０９１０ 兵団
１９ 饒河 １９６４ ５５３３ 兵団
２０ 紅旗嶺 １９６９ ４９６３ 兵団
２１ 双鴨山 １９４８ ７３７５ 兵団
２２ 江川 １９６４ ５１３１ 兵団
２３ 曙光 １９４９ ６１８３ 兵団
２４ 北興 １９６３ １０８２５ 兵団
２５ 宝山 １９７６ １１６２ 兵団
建三江管理局（原第六師団）
２６ 八五九 １９５６ ７６６５ 兵団
２７ 勝利 １９６４ ６６１７ 兵団
２８ 紅衛 １９６９ ３８９９ 兵団
２９ 七星 １９５６ １２１０１ 兵団
３０ 大興 １９６９ ５１２９ 兵団
３１ 創業 １９６８ ４５０１ 兵団
３２ 勤得利 １９５８ １１４９６ 兵団
３３ 青龍山 １９６９ ３９９９ 兵団
３４ 前進 １９６９ ５２００ 兵団
３５ 洪河 １９８０ １２３６ 未建設
３６ 鴨緑河 １９８４ １３００ 未建設
３７ 前哨 １９７３ ３３２１ 兵団
３８ 前鋒 １９６９ ２３８２ 兵団
３９ 二道河 １９８４ ７１０ 未建設
牡丹江管理局
４０ 八五〇 １９５５ ９６４７ 兵団
４１ 八五四 １９５６ ９６７０ 兵団
４２ 八五六 １９５５ ９１６４ 兵団
４３ 八五八 １９５６ ５７１０ 兵団
４４ 慶豊 １９６３ ６２８４ 兵団
４５ 雲山 １９６３ ５４９７ 兵団
４６ 八五五 １９５５ ７４１５ 兵団
４７ 八五七 １９５１ １０００９ 兵団
４８ 八五一一 １９５７ ６１８４ 兵団
４９ 興凱湖 １９５５ ８０７１ 兵団
５０ 八五一〇 １９４９ ８５０４ 兵団
５１ 海林 １９５４ ３２６３ 管理局
５２ 寧安 １９４７ ２７６９ 管理局
５３ 龍頭 １９５８ ２１３８ ―

表４ 黒龍江省国営農場総局（１９８５年）
農場
総局
番号

農場名 建場年
職員労働
者 人 数
（人）

所 属 先
（１９７２年）

北安管理局
５４ 錦河 １９５９ ４６２２ 兵団
５５ 紅色辺疆 １９５７ ４８５６ 兵団
５６ 遜克 １９６２ ６５３６ ―
５７ 龍門 １９５５ ２４３７ 管理局
５８ 襄河 １９５５ ３０７８ 管理局
５９ 二龍山 １９４９ ９７６１ 兵団
６０ 龍鎮 １９５５ ４４１１ 管理局
６１ 引龍河 １９５５ ４１３８ 管理局
６２ 尾山 １９５５ ４０９８ 管理局
６３ 格球山 １９５５ ３５４５ 管理局
６４ 長水河 １９６０ ５１３９ 管理局
６５ 趙光 １９４７ ９２８４ 兵団
６６ 紅星 １９５１ ６７２３ 兵団
６７ 建設 １９５６ ５６６５ 兵団
６８ 五大連池 １９４９ ３６１０ 兵団
北安管理局
６９ 鶴山 １９４９ ５５５３ 兵団
７０ 躍進 １９４９ ４１３９ 兵団
７１ 大西江 １９４９ ４８５９ 兵団
７２ 尖山 １９４９ ５３７４ 兵団
７３ 栄軍 １９４９ ４２３２ 兵団
７４ 紅五月 １９５６ ４３２９ 兵団
７５ 七星泡 １９５５ ６６０８ 管理局
７６ 嫩江 １９５５ ６１６１ 管理局
７７ 山河 １９５５ ６０５７ 管理局
７８ 嫩北 １９５５ ５６１７ 管理局
７９ 建辺 １９６４ ３５５８ 管理局
嫩江管理局
８０ 克山 １９５３ １１６６９ 兵団
８１ 富裕（牧） １９６０ ４２６８ 管理局
８２ 査哈陽 １９４８ ２５５１９ 兵団
８３ 泰来 １９４８ １６８５ 管理局
８４ 緑色草原

（牧）
１９５８ １８１５ 管理局

８５ 巨浪（牧） １９６０ １１８０ 管理局
８６ 長吉崗 １９６０ ９８１ ―
８７ 依安 １９５６ ２５２２ 管理局
綏化管理局
８８ 嘉蔭 １９６４ ４７６８ 兵団
８９ 鉄力 １９５５ ４２５８ 兵団
９０ 海倫 １９５４ ４５１９ 管理局
９１ 紅光 １９４８ ３７３９ 管理局
９２ 綏陵 １９５５ ３３１４ 管理局
９３ 和平（牧） １９６０ ３４３９ 管理局
９４ 肇源 １９４８ ２４７５ 管理局
哈尓濱管理局
９５ 慶陽 １９５３ ２３２５ 管理局
９６ 岔林河 １９５３ １４１４ 管理局
９７ 沙河 １９５４ ７３１ ―
９８ 香坊 １９４８ １５６１ 管理局
９９ 青年 １９６５ １４３４ 管理局
１００ 紅旗 １９５３ １３５９ ―
１０１ 閻家崗 １９７３ １６６９ 管理局

（出典）［８］「黒龍江省志・国営農
場志」
p．５８１―５８３
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４ 知識青年の国営農場への下郷の状況と特徴
（黒龍江省生産建設兵団第二師団の場合）

１９６８年に始まった第２期の上山下郷運動（表５参照）により多くの都市の知識青年が農村へ

の下郷を行ったが、黒龍江省では地理的な特徴などのために国営農場が多く設立されていて、

省内からの下郷だけでなく省外からの国営農場への下郷（表６参照）も多く行われた。７０年代

初期は下郷が一段落し知識青年の下郷が少なかった時期であり、また６８年に国営農場を傘下に

収めて設立された生産建設兵団に組み入れられないで当該地の県に所属が下放された農場が、

７２年に設立された黒龍江省国営農場管理局に組み入れられて国営農場となり、国営農場が２つ

の系統に二分された期間でもある。そこでここでは特に７０年―７２年に注目し、生産建設兵団の

第二師団に所属する国営農場（表２参照）について、そこに所属する国営農場の農場誌の中で、

①何年に、

②どの市・県から

③幾人が下郷したか

年 合計
配置先

挿隊 国営農林牧漁場 建設兵団 知青場隊

１９６３ ０．５３ ０．５３

１９６４ ２．２４ ２．２４

１９６５ １．５８ １．５８

１９６８ ２９．０４ ９．８２ ６．９８ １２．２４

１９６９ ３３．２０ １１．５８ ７．７６ １３．８６

１９７０ １１．４６ ２．１３ ４．０９ ５．２４

１９７１ ２．０９ ０．４２ １．６７

１９７２ ６．３５ ２．７８ ３．５７

１９７３ １０．９５ １０．０９ ０．８６

１９７４ ２０．１４ ８．９７ ２．２５ ８．９２

１９７５ ２４．９４ １３．８７ ２．４０ ８．６７

１９７６ １７．１９ ７．１８ ４．５４ ５．４７

１９７７ １３．３４ ５．４９ １．５８ ６．２７

１９７８ ９．５２ ０．８１ ０．３７ ８．３４

合計 １８２．５７ ７６．９６ ３６．６０ ３１．３４ ３７．６７

表５ 黒龍江省での都市知識青年の配置先別の上山下郷人数
（単位 万人）

（出典）［１０］「黒龍江省志・労働志」p．１４２
挿隊人数は帰農知識青年の人数を含む。７１年以降の国営農・林・牧・漁
場の人数は生産建設兵団への人数を含む。６８年以降の知識青年の人数の
中に、北京、天津、上海、浙江省の上山下郷の知識青年４０．３万人を含む。
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という３つの情報が主に数表という形式ですべて明記されている５つの農場に注目した。これ

らの農場誌は他の農場史・誌と比べると数値の記載漏れが少なく数値が明確に記載されてある

という観点から、データの質に一定の信頼性が置けると考えられるので、主な考察対象をこれ

らの農場に絞った。また国営農場内での知識青年の重要度という特徴を検討するために、次の

「知識青年比率」を計算した。

知識青年比率＝知識青年総数／職員・労働者総数６５（＝累計／職工総数）

このような条件の下で、生産建設兵団第二師団に所属する国営農場への知識青年の下郷状況

と、国営農場内での知識青年の重要度を明確にすることを試みた。尚、職工子女の数値は、知

識青年の数値と同じく、当該年に新たに就業した子女の数である。

６５ ここで職員・労働者総数（職工総数）とは、知識青年とそれ以外の職員・労働者の合計数を示す。

年

国営農場全体への
下郷人数 生産建設兵団所属の

農場への下郷人数

生産建設兵団所属
以外の農場への下

郷人数合計 出身地別 人数

１９６８―１９７２ ５５．４１
省内 １５．５１

３１．３４ ２４．０９
省外 ３３．７

１９７３―１９７８ １２
省内 １１．６

省外 ０．４

１９６８―１９７８ ６７．４１
省内 ２７．１１

省外 ３４．１

表６ 黒龍江省の国営農場に下郷を行った知識青年の出身地別人数
（単位 万人）

（出典）［１］「中国知青史、大潮」p．１８０
［１０］「黒龍江省志・労働志」p．１４２

表中の太字の数値は、出典文献の中にその数値が記載されてあることを表し、それに対
して細字の数値はそれを基にして筆者が計算して得た数値を表している。
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―４７―

４．１ 二九〇農場の場合

１）二九〇農場は生産建設兵団に編入される前に所在地の蘿北県に所属していたので、そのた

めに県からの下郷が少数だが配置されている。一般に、哈尓浜、斉斉哈尓、佳木斯などの

大中都市ではなく、県の小都市の知識青年が国営農場に下郷するのは稀である。

２）７０年の時点で知識青年比率が４９％とほぼ半数に達している。

３）職員・労働者（＝職工）の子女の就業総数が約５８００人であり、下郷した知識青年総数にほ

ぼ近い規模である。

（１）二九〇農場

市県番号 ６７年 ６８年 ６９年 ７０年 ７１年 ７２年 ７３年 ７４年 ７５年 ７６年 ７７年 ７８年 合計

１１００００ 北京 １０３１ １８９２ ２９２３

３１００００ 上海 ６８２ ５５６ ３１５ １５５３

１２００００ 天津 ２５０ ２５０

３３０３００ 温州 ２８０ ２８０

２３０１００ 哈尓浜 １０６３ ６６４ １２ ６５ １８０４

２３０４００ 鶴岡 ２３９ ２３９

２３０８００ 佳木斯 ２１７ ２１７

２３０４２１ 蘿北県 １３４ ２６ １６０

合計 ３１４９ ３６６８ ３１５ １２ ２８２ ７１１１

累計 ３１４９ ６８１７ ７１３２

職工総数 ６８２９ １０２４９ １４０４４ １４５４４ １４６８２ １４４１９ １３９６４ １４０１８ １３９１０ １４５７６ １４３６１ １４１８５

（職工子女） １１６ １２６ ７３ ２４３ ４８１ ６０４ ５６２ ５９８ ４５６ ５６９ ６１５ １３９４ ５８３７

累計／職工
総数（％）

３１ ４９ ４９

表７ 知識青年の下郷の年次別、地域別の人数［二九〇農場］（単位 人）

（出典）［１１］「二九〇農場志」p．１９３，p．２０４
表中の太字の数値は、出典文献の中にその数値が記載されてあることを表し、それに対
して細字の数値はそれを基にして筆者が計算して得た数値を表している。
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―４８―

４．２ 軍川農場の場合

１）７０年の時点で知識青年比率が３８％であり、比較的少ない割合となっている。

２）職員・労働者（＝職工）の子女の就業が７１年までは少なかった。

（４）軍川農場

市県番号 ６７年 ６８年 ６９年 ７０年 ７１年 ７２年 ７３年 ７４年 ７５年 ７６年 ７７年 ７８年 合計

１１００００ 北京 １８５ ３１２ ４９７

３１００００ 上海 ３１０ ３５０ ２９２ ９５２

１２００００ 天津 １９０ ３６０ ５５０

３３０３００ 温州 ３５０ ３５０

２３０１００ 哈尓浜 ４５０ ３６５ ５０ ８６５

２３０４００ 鶴岡 １３０ １４０ ２７０

２３０８００ 佳木斯 ９０ ９０

合計 １６１５ １５２７ ２９２ ５０ ９０ ３５７４

累計 １６１５ ３１４２ ３４３４

職工総数 ４１５８ ５６５０ ８６８２ ９０８２ ８８８７ ８８９２ ８６１８ ８５０８ ８６３２ ８７６７ ８０６０ ９０６２

（職工子女） ８１ １５３ １１７ ２４９ ２９０ ３２５ ４５６ ４８７ ２１５８

累計／職工
総数（％）

２９ ３６ ３８

表８ 知識青年の下郷の年次別、地域別の人数［軍川農場］ （単位 人）

（出典）［１４］「軍川農場史」p．２０３，p．２０９
表中の太字の数値は、出典文献の中にその数値が記載されてあることを表し、それに対
して細字の数値はそれを基にして筆者が計算して得た数値を表している。
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―４９―

４．３ 名山農場の場合

１）７０年の時点で知識青年比率が４９％とほぼ半数に達している。

２）職員・労働者（＝職工）の子女の就業総数が約１８００人であり、下郷した知識青年総数のほ

ぼ７５％の大きさである。

３）省内の都市で下郷してきたのは哈尓浜だけからである。

（５）名山農場

市県番号 ６７年 ６８年 ６９年 ７０年 ７１年 ７２年 ７３年 ７４年 ７５年 ７６年 ７７年 ７８年 合計

１１００００ 北京 ２１５ ５５２ ７６７

３１００００ 上海 １９３ ３０１ ２０９ ７０３

１２００００ 天津 １６８ １６８

３３０３００ 温州 １４１ １４１

２３０１００ 哈尓浜 ４３４ １８８ ２１ １０ ６５３

合計 ８４２ １３５０ ２０９ ２１ １０ ２４３２

累計 ８４２ ２１９２ ２４０１

職工総数 ２８３６ ３２９６ ４６３３ ４８６９ ４９８２ ４９４０ ４７６１ ４６８７ ４５９８ ４６９３ ４６６２ ５０４４

（職工子女） １６８ １４３ ７８ １４２ １３４ １２３ １３７ １０８ ２４０ １６５ ３５８ １７９６

累計／職工
総数（％）

２６ ４７ ４９

表９ 知識青年の下郷の年次別、地域別の人数［名山農場］ （単位 人）

（出典）［１５］「名山農場志」p．３５７―３５８，p．３６２
表中の太字の数値は、出典文献の中にその数値が記載されてあることを表し、それに対
して細字の数値はそれを基にして筆者が計算して得た数値を表している。
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４．４ 宝泉嶺農場の場合

１）７０年の時点で知識青年比率が４１％となっている。

２）職員・労働者（＝職工）の子女の就業総数が約５５００人であり、下郷した知識青年総数を上

回っている。

４．５ 鉄力農場の場合

７０年の時点で知識青年比率が７０％に達している。

（８）宝泉嶺農場

市県番号 ６７年 ６８年 ６９年 ７０年 ７１年 ７２年 ７３年 ７４年 ７５年 ７６年 ７７年 ７８年 合計

１１００００ 北京 ２３８ １４４２ １６８０

３１００００ 上海 ６６１ １９６ ８５７

１２００００ 天津 ２９４ ２９４

３３００００ 浙江 ２５５ ２５５

２３０１００ 哈尓浜 １６３５ ３１ ８０ ２３７ １９８３

２３０４００ 鶴岡 ４ ６ ３ １３

２３０８００ 佳木斯 １ １ ２

その他 １ １２ １ １４ ２８

合計 １ １８９０ ２６９０ ２１１ ３ ８０ ２３７ ５１１２

累計 １ １８９１ ４５８１ ４７９２ ４７９５

職工総数 ７６９０ ７９０９ １１２７４ １１３９８ １１７０１ １１５３６ １１０３５ １１２７３ １１１３８ １１４２５ １１４３２ １１５６１

（職工子女） ６１ ３０８ ４７８ ２４９ ２９１ ３８４ ３７２ ５２９ ５００ ７００ ７０３ ８８４ ５４５９

累計／職工
総数（％）

０ ２４ ４１ ４２ ４１

表１０ 知識青年の下郷の年次別、地域別の人数［宝泉嶺農場］（単位 人）

（出典）［１８］「宝泉嶺農場志」p．２４３―２４５
表中の太字の数値は、出典文献の中にその数値が記載されてあることを表し、それに対
して細字の数値はそれを基にして筆者が計算して得た数値を表している。

（８９）鉄力農場

市県番号 ６７年 ６８年 ６９年 ７０年 ７１年 ７２年 ７３年 ７４年 ７５年 ７６年 ７７年 ７８年 合計

１１００００ 北京 ６０ １００８ １０６８

３１００００ 上海 ３００ ３００

１２００００ 天津 １１００ １１００

３３０１００ 杭州 １０００ １０００

２３０１００ 哈尓浜 ３０９ ３００ ６０９

２３０８００ 佳木斯 ２８０ ２８０

合計 ９４９ ３１０８ ３００ ４３５７

累計 ９４９ ４０５７

職工総数 １８２０ ２９０２ ５８２３ ５４３４ ５１０２ ４９０６ ４８９０ ４８６２ ４７７４ ４９０１ ４７４４ ４２８７

累計／職工
総数（％）

３３ ７０

表１１ 知識青年の下郷の年次別、地域別の人数［鉄力農場］ （単位 人）

（出典）［２３］「鉄力農場史」p．２５９，p．２６４
表中の太字の数値は、出典文献の中にその数値が記載されてあることを表し、それに対
して細字の数値はそれを基にして筆者が計算して得た数値を表している。
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―５１―

５ 知識青年の移動と離村（国営農場に在職する知識青年数への影響）

２．８節で述べたように、下郷した知識青年が一部ではあるが農村を離れることが公けに認め

られるようになったのは１９７０年である。そのため下郷した人数と国営農場に在職している人数

は同じとは言えない。また国営農場の間では職員・労働者が移動することがあるので、この意

味でも上記の人数の間に食い違いがある可能性がある。この食い違いの問題を考察するために、

第二師団の農場ではないが、詳細な情報が示されてある北安国営農場管理局と創業農場の場合

について検討する。

５．１ 北安国営農場管理局の場合（離村状況）

１９７６年に設立された北安国営農場管理局に所属する農場は、７２年当時は第一師団に所属して

いたか国営農場管理局黒河分局に所属していた。表１２は各年次ごとに所属する１５の農場に在職

していた知識青年の出身地別の合計である。

（７２年の人数）／（７０年の人数）を計算すると、北京：７３％、上海：１０３％、天津：９４％

（７５年の人数）／（７０年の人数）を計算すると、北京：５７％、上海：９７％、天津：８０％

であり、７０年―７５年の間で北京の知識青年の離農割合が高いことが分かる。しかし本稿の検討

対象である７０年―７２年の間に限定すれば、下郷した知識青年の離農人数は総合するとそれほど

多くはないと考えられる。

年 合計

性別 出身地別

男 女 北京 上海 天津 その他
（省外）

省内の
都市

農場青
年

１９６８ ３２６５７ １７０５０ １５６０７ ２ ２０２２ ２６９７ ２７ ２６１２１ １７８８

１９６９ ７９３５１ ４０５９６ ３８７５５ １５８５６ ２００５７ １０５１７ ３９ ３０３５０ ２５３２

１９７０ ８６１１５ ４３８２６ ４２３２９ １９７６４ ２２９５９ ９８１９ ８６ ２８３５０ ４９３２

１９７１ ８１４８８ ４１４５４ ４００３４ １５６７９ ２４６０１ １０００５ ９５ ２４５３４ ６６２４

１９７２ ７７０９１ ３９４２８ ３７６６３ １４３６２ ２３７１３ ９２２３ ７７ ２１９１１ ７８０５

１９７３ ７５７００ ３８７２４ ３６９７６ １３１８５ ２３０１７ ９８８１ １２６ １９０２９ １０４６２

１９７４ ７３０７１ ３７４０９ ３５６６２ １３３０１ ２０１５８ ７８６９ １３３ １９１９０ １２４２０

１９７５ ７５４０３ ３９５３０ ３５８７３ １１１７４ ２２２２２ ７８１３ ９６６ １７８０４ １６０５４

１９７６ ８７４７８ ４５９１９ ４１５５０ １００７６ ２１６３９ ７１９０ ２１６ ２６８１８ ２１５３７

１９７７ ８５４６７ ４４３７８ ４１０９８ ７０３６ ２００４１ ６４９１ ２３１ ２５７８７ ２５８９１

１９７８ ７４３５８ ３７６１１ ３６７４７ ２０９８ １６２１１ ４４６９ １３４ ２２３６８ ２９０２８

１９８５ ４４７２ ― ― ２２９ ２６６ ４４３ ― ３５３４ ―

表１２ 北安国営農場管理局の知識青年の在場状況
（単位 人）

（出典）［２４］「北安農墾志」p．１９９
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５．２ 創業農場の場合（移動状況）

１）創業農場は１９６８年に新しく建設された農場であり、創建直後の６９年の職員・労働者総数は

約２４００人と比較的規模の小さい農場であったが、他の地域の農場の職員・労働者を受け入

れて（＝外場調入）７５年には職員・労働者総数は約４３００人と、中堅規模の農場にまで発展

した。また上海からは７３年から７６年の間に約８００人の知識青年が下郷していて、この時期

に省外の都市から下郷が行われるのは珍しいことであり、新農場の支援としての下郷であ

ると考えられる。

２）６９年に１３６５人の外場調入を行っているが、その内の９０３人は知識青年であり、他の国営農

場に下郷した知識青年が生産建設兵団という組織・系統の中で移籍することがあったこと

を表している。

３）６９年に外場調入で受け入れた９０３人の知識青年を知識青年の累計のなかに組み入れていな

いが、もし組み入れて知識青年比率を計算すると、７０年の時点で７９％となる。

４）北京からの下郷がない。

５）都市への返城人数は７２年までは多くはない。北京からの下郷のないことが少し関係してい

ると思われる。

（３１）創業農場：１９６８年建設

市県番号 ６７年 ６８年 ６９年 ７０年 ７１年 ７２年 ７３年 ７４年 ７５年 ７６年 ７７年 ７８年 ７９年 ８０年 合計

１１００００ 北京

３１００００ 上海 ４０２ ７１ ５０ ３０１ ３５７ １ １１８２

１２００００ 天津 ４８２ ６６４ １１４６

２３０１００ 哈尓浜 ３４６ ３４６

２３０５００ 双鴨山 １ ５ ６

２３０８００ 佳木斯 １９ １９

外場調入知識青年 （９０３）

その他 １０ ２７０９

合計 ８２８ ６６４ ４３２ ７１ ５０ ３０１ ３５７ １ ５

累計 ８２８ １４９２ １９２４

職工総数 ２５０ ２４４３ ３０３７ ３９０２ ３８７７ ４１４５ ４１６３ ４３３５ ４６４５ ４４９５ ４３９３

（職工子女） １５ ３１ ４４ ５１ ７４ ９２ ６５ ９５ ６０ １１４ ６４１

累計／職工総数（％） ３４ ４９ ４９

返城人数 ８ ３ ２３ ４０ ６８ １２０ １４６ １９７ ６１４ ２３７９ ７９ ３６７７

外場調入
＝創業農場の外
から職工を受入

れる
（一般＋知識青年）

（２１）双鴨山農場 ３７ １２９ １１ ５ ５ ２ ７

（２３）曙光農場 ７５ １２５ １０ ４ ９ １４ ２ ４

（２９）七星農場 ９９ ５２０ １２０ １５ ８ ４ １３ １７

その他農場 ４１ ５９１ １３３ ２４９ ８９ ２５１ １２７ ４５

表１３ 知識青年の下郷の年次別、地域別の人数［創業農場］ （単位 人）

（出典）［２５］「創業農場志」p．２８３，p．２９０―２９１
表中の太字の数値は、出典文献の中にその数値が記載されてあることを表し、それに対して細
字の数値はそれを基にして筆者が計算して得た数値を表している。
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６ まとめ

知識青年の上山下郷への動員は、その形態は単一のものではなく多様であり、またそれは１９５０

年－６０年代に全党・全国民が農村にいく、辺疆にいくという大きな風潮の中での１つの大波で

あった６６。初期の源は３つあった。第１は５３年に開始されたものであり、中共中央と政府は農

村に家がある中学校と小学校の卒業生を動員して帰農させ農業生産にあたらせた。第２は５５年

に共産主義青年団中央が発起し組織した青年志願開墾隊であり、都市の失業青年と中学校と小

学校の卒業生が参加した。第３はやはり５５年に農業合作化が大きく進展する中で、都市の知識

青年を農村に送り農業合作社の会計員を担当させたことであり、これが都市の知識青年の下郷

の先駆であると見なされる。

６８年―７０年の間の知識青年の国営農場への大規模な下郷によって、検討した５つの国営農場

での知識青年の職員・労働者に占める比率は少なくとも３８％以上であり、７０％以上になった農

場もあった。７０年―７２年の時期は、都市に帰還する知識青年がまだ多くはなかったこと、知識

青年の国営農場間での移籍が一部で行われたがその数が多いとは思われないこと、およびその

場合でも各国営農場での知識青年の人数の変化は出入りで相殺される可能性のあることを考慮

すると、この時期の国営農場では職員・労働者の半数前後を知識青年が占めていた可能性が少

なくない。また都市から下郷してきた知識青年ではないが、農場の職員・労働者の子女でその

まま農場に就職した青年または知識青年の数が徐々に増えていたので、農場出身の知識青年を

含めて考えた場合の知識青年の比率は、より大きいものであったと考えられる。

知識青年の多さが国営農場の経済効率の低下というマイナスの影響を与えたという指摘６７が

あるが、一方で知識青年は農場の中で重要な構成要員であったことが推測される。そして一部

の知識青年は基礎知識と能力を生かして教育・医療・会計などの仕事を担当し、この分野で地

域社会に一定の貢献をしたということが各県誌、各農場史・誌に、少なからず記述されている

ことをも考慮すると、人員過剰による労働生産性の低下や賃金総額の増加などによる経営損益

の増大というマイナスの影響がある一方で、国営農場という地域社会において知識青年が果た

した役割と貢献は少なくはなかったと思われる。
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